
令和５年度　神栖市下水道事業会計補正予算（第２号）
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（総　　　則）

令和５年度神栖市下水道事業会計の補正予算（第２号）は，次に定めるところによる。

（業務の予定量）

令和５年度神栖市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２条第４号を次のよう

に改める。

（補正前の額） （補正額） （計）

（４）主要な建設改良事業

公共下水道整備事業（雨水） 千円 千円 千円

（収益的収入及び支出）

予算第３条に定めた収益的収入の予定額を,次のとおり補正する。

収　　入 （補正前の額） （補正額） （計）

第１款　下水道事業収益 千円 千円 千円

第１項　営業収益 千円 千円 千円

支　　出 （補正前の額） （補正額） （計）

第１款　下水道事業費用 千円 千円 千円

第１項　営業費用 千円 千円 千円

1,943,641 △ 8,000 1,935,641

1,846,600 △ 8,000 1,838,600

第 ３ 条

2,077,538 △ 13,200 2,064,338

848,457 △ 13,200 835,257

640,800 △ 12,000 628,800

令和５年度　神栖市下水道事業会計補正予算（第２号）

第 １ 条

第 ２ 条
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（資本的収入及び支出）

予算第４条本文括弧書中「不足する額 327,291千円は，当年度分消費税及び地方

 消費税資本的収支調整額 265千円，過年度分損益勘定留保資金 327,026千円」　を

「不足する額 336,691千円は，過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 68,

124千円，当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 1,864千円，過年度分

損益勘定留保資金 266,703千円」 に改め，資本的収入及び支出の予定額を次のとおり

補正する。

収　　入 （補正前の額） （補正額） （計）

第１款　資本的収入 千円 千円 千円

第１項　企　　業　　債 千円 千円 千円

第５項　国庫補助金 千円 千円 千円

支　　出 （補正前の額） （補正額） （計）

第１款　資本的支出 千円 千円 千円

第１項　建設改良費 千円 千円 千円

（継続費）

令和４年度神栖市下水道事業特別会計補正予算（第２号）第５条に定めた継続費の

年割額を次のように改める。

補
正
前

2,065,800千円

補
正
後

2,065,800千円

1資本的
支出

1建設
改良費

公共下水道
整備事業
（雨水）

令和4年度 214,500千円

令和5年度 628,300千円

令和6年度 12,000千円

令和5年度 640,300千円

令和2年度 480,000千円

令和3年度 731,000千円

令和2年度 480,000千円

令和3年度 731,000千円

令和4年度 214,500千円

1,650,789 △ 12,000 1,638,789

第 ５ 条

款 項 事業名 区分 総額 年度 年割額

266,000 △ 9,400 256,600

2,058,067 △ 12,000 2,046,067

第 ４ 条

1,730,776 △ 21,400 1,709,376

1,297,800 △ 12,000 1,285,800
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（企業債）

予算第６条に定めた限度額を次のように改める。

（既決限度額） （補正限度額） （計）

公共下水道事業（雨水） 千円 千円 千円

　　　神栖市長　　　石　　田　　　進

489,300 △ 12,000 477,300

　令和 ６ 年  ３ 月    日提出

第 ６ 条
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令和５年度　神栖市下水道事業会計補正予算（第２号）に関する説明書
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収 益 的 収 入　

収

１．下 水 道 事 業 収 益

１．営 業 収 益

１．補 助 金

支

１．下 水 道 事 業 費 用

１．営 業 費 用

１．総 係 費

３．建 設 費 総 係 費

款 項 目

款 項 目
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　及 び 支 出

入

（単位　千円）

備　　　　　　　　考

2,077,538 △ 13,200 2,064,338

848,457 △ 13,200 835,257

39,852 △ 13,200 26,652

出

（単位　千円）

備　　　　　　　　考

1,943,641 △ 8,000 1,935,641

1,846,600 △ 8,000 1,838,600

228,358 △ 8,000 220,358

37,319 37,319

計

補正前の額 補正額 計

補正前の額 補正額

- 9 -



資 本 的 収 入　

収

１．資 本 的 収 入

１．企 業 債

１．企 業 債

５．国 庫 補 助 金

１．国 庫 補 助 金

支

１．資 本 的 支 出

１．建 設 改 良 費

１．管 渠 整 備 費

３．建 設 費 総 係 費

款 項 目

款 項 目
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　及 び 支 出

入

（単位　千円）

備　　　　　　　　考

1,730,776 △ 21,400 1,709,376

1,297,800 △ 12,000 1,285,800

1,207,300 △ 12,000 1,195,300

266,000 △ 9,400 256,600

266,000 △ 9,400 256,600

出

（単位　千円）

備　　　　　　　　考

2,058,067 △ 12,000 2,046,067

1,650,789 △ 12,000 1,638,789

1,534,094 △ 12,000 1,522,094

37,319 37,319

計

補正前の額 補正額 計

補正前の額 補正額
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（単位　千円）

1

当年度純利益 44,496

減価償却費 899,634

貸倒引当金の増減額 △ 803

賞与引当金の増減額 △ 240

法定福利引当金の増減額 △ 47

長期前受金戻入額 △ 610,049

受取利息等 △ 3

支払利息 96,441

固定資産除却費 1,212

未収金の増減額 △ 52,385

前払金の増減額 0

未払金の増減額 39,602

預り金の増減額 △ 10

　　　小計 417,848

利息等の受取額 3

利息の支払額 △ 96,441

業務活動によるキャッシュ・フロー 321,410

2

有形固定資産の取得による支出 △ 1,114,906

一般会計からの繰入金による収入 8,828

国庫補助金等による収入 188,340

受益者負担金等による収入 157,126

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 760,612

3

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 865,700

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 406,779

その他の企業債による収入 90,500

他会計からの出資による収入 61

財務活動によるキャッシュ・フロー 549,482

110,280

870,502

980,782

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高

令和 ５ 年度神栖市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和 ５ 年 ４ 月 １ 日から令和 ６ 年 ３ 月 ３１ 日まで）

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー
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国県支出
金

企業債 負担金等

2 480,000 240,000 240,000

3 731,000 360,000 360,000 11,000

4 214,500 71,500 143,000

5 628,300 151,000 477,300

6 12,000 12,000

計 2,065,800 822,500 1,232,300 11,000

１資本的支出 １建設改良費
公共下水道整
備事業（雨水）

継　続　費　に　関　

全　体　計　画

左の財源内訳
款 項 事業名

年度 年割額
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0.0

491,000 491,000 491,000 23.8

731,000 731,000 35.4

203,500 203,500 9.8

640,300 31.0

- 1,222,000 203,500 1,425,500 640,300 100.0

　す　る　調　書

（単位　千円）

前前年度末
までの支払
義務発生額

前年度末ま
での支払
義務発生
(見込)額

当該年度支
払義務発生

予定額

当該年度末ま
での支払義務
発生予定額

翌年度以降
の支払義務
発生予定額

継続費の総
額に対する
進捗率（％）
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（単位　千円）

(1)

イ 220,636

ロ 163,545

△ 29,827 133,718

ハ 30,447,700

△ 3,212,214 27,235,486

ニ 1,012,427

△ 314,935 697,492

ホ 5,134

△ 3,929 1,205

ヘ 50

△ 47 3

ト 1,301,470

29,590,010

29,590,010

(1) 980,782

(2) 284,046

△ 2,419 281,627

1,262,409

30,852,419

(1)

イ 9,202,072

ロ 90,500

9,292,572

9,292,572

(1)

イ 401,716

401,716

(2) 84,224

(3)

イ 4,823

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

4 流 動 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源
に充てるための企業債

企 業 債 合 計

企 業 債
建設改良費等の財源
に充てるための企業債
そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負　　債　　の　　部

3 固 定 負 債

2 流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

令和 ５年度　神栖市下水道事業予定貸借対照表

（令和 ６ 年 ３ 月 ３１ 日）

資　　産　　の　　部

1 固 定 資 産
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ロ 919

5,742

(4) 1,080

492,762

(1)

イ 6,857,088

△ 695,001 6,162,087

ロ 401,211

△ 47,782 353,429

ハ 13,830,099

△ 1,655,466 12,174,633

ニ 150,664

△ 19,113 131,551

18,821,700

18,821,700

28,607,034

(1)

イ 1,133,695

ロ 585,319

1,719,014

1,719,014

(1)

イ 5,640

ロ 34,787

ハ 160,465

200,892

(2)

イ 325,479

325,479

526,371

2,245,385

30,852,419

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益
剰 余 金

7 剰 余 金

資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金
一般会計補助金及び
負 担 金

固 有 資 本 金

繰 入 資 本 金

自 己 資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

6 資 本 金

自 己 資 本 金

収 益 化 累 計 額

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

国 庫 補 助 金

収 益 化 累 計 額

受 益 者 負 担 金

収 益 化 累 計 額
一般会計補助金及び
負 担 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

5 繰 延 収 益

長 期 前 受 金

法 定 福 利 引 当 金

引 当 金 合 計
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１.

・ 定額法による。
・

８～５０年
　１０～５０年

６～３０年
４～　６年

５年

２.
賞与引当金及び法定福利引当金の取崩し
　令和５年６月に，令和４年１２月分から令和５年３月分の賞与及びそれに係る法定福
利費を支給するため，賞与引当金及び法定福利引当金を取り崩す。
企業債の償還に係る他会計の負担
　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に
償還予定のものを含む）のうち，他会計が負担すると見込まれる額は，１６１，２８８千円
である。

３.
　神栖市下水道事業は，下水道事業のみの単一セグメントであるため，セグメント情報
の記載を省略している。

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。
予定貸借対照表に関する注記
(1)

(2)

セグメント情報に関する注記

エ 貸倒引当金
債権の不納欠損による損失に備えるため，過去３か年における不納欠損額を勘案し，

回収不能見込額を計上している。
(3) 消費税及び地方消費税の会計処理

に基づき，当年度の負担に属する額を計上している。
ウ 法定福利引当金

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末に
おける支給見込額に基づき，当年度の負担に属する額を計上している。

拠出して以降の追加負担金は一般会計がその全部を負担することとなっているため
退職給付引当金は計上していない。

イ 賞与引当金
職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額

器具及び備品
(2) 引当金の計上方法

ア 退職給付引当金

主な耐用年数
建物
構築物
機械及び装置
車両運搬具

令和５年度会計に関する注記表

重要な会計方針
(1) 有形固定資産の減価償却の方法

減価償却の方法
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